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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 96,184 千円 110,270 千円 111,096 千円

事
業
費

千円 千円

千円

111,096 千円 千円

千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 96,184 千円 110,270 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

高齢者肺炎球菌予防接種率 ％ 60.9 57.0 57.0

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　 高齢者インフルエンザ予防接種率は接種者数/65歳以上人口（12月末日）とし、高齢者肺炎球菌予
防接種率は定期接種の接種者数/対象者個人通知の送付数とする。
   また、成果指標については、実態に即した目標値を設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

高齢者インフルエンザ予防接種率 ％ 53.9 61.0 59.0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

26,800

高齢者肺炎球菌予防接種者数 人 5,110 5,200 5,300

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

高齢者インフルエンザ予防接種者数 人 23,251 26,700

目　的
（何のために）

　インフルエンザや肺炎の感染により重症化しやすい高齢者において、予防接種を受けやすい環境を
整えることで、接種率を上げ、感染を防止し、健康保持を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　６５歳以上の市民

事業の概要
及び

H30活動計画

　
　　　１　高齢者インフルエンザ予防接種（８４,０６２千円）
　　　　　65歳以上の市民(60～65歳未満の心臓、じん臓、呼吸器に身体障害者手帳1級相当の重い病
　　　　気のある人及びHIVで免疫機能に重い障害のある人を含む。）に対し、接種費用の一部を公費
　　　　負担(2,800円）する。生活保護受給者及び市県民税非課税世帯に属する人については、全額
　　　　公費負担（4,300円）する。
　　　　　1人当たり年に1回を対象とし、委託料は4,300円。接種時期は、10月中旬から1月末まで。

　　　２　高齢者肺炎球菌予防接種（２６,７７３千円）
　　　　　65歳以上の市民（60～65歳未満の心臓、じん臓、呼吸器に身体障害者手帳1級相当の重い病
　　　　気のある人及びHIVで免疫機能に重い障害のある人を含む。）に対し、接種費用の一部を公費
　　　　負担（4,000円)する。生活保護受給者及び市県民税非課税世帯に属する人については、全額
　　　　公費負担(8,000円)する。
　　　　　1人当たり生涯に1回を対象とし、委託料は8,000円。接種時期は、5月から3月末まで。
　　　　　また、接種が確認出来ていない対象者に対して、再勧奨通知を行う。

所　属 健康福祉部　健康増進課　保健総務係 総合計画施策体系 3

事務事業名 感染症予防事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 203 3 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　健康増進課　健康支援係 総合計画施策体系 3

事務事業名 健康増進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 203 4 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　健康診査の受診を通して疾病の早期発見、早期治療ができ、生活習慣病の予防等心身の健康保持
増進に主体的に取り組めるよう、世代に応じた健康づくりの充実を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　健康診査事業（３０３,１８４千円）
　　　　　生活習慣病予防及び疾病の早期発見、早期治療による健康の保持増進のために、健康診
　　　　査を実施し、精密検査の受診勧奨、保健指導を行う。また、集団健診の歯周疾患検診から、
　　　　医療機関で行う節目歯周疾患検診の実施に切り替え、歯周病の予防を通じた健康づくりの啓
　　　　発を行う。
　　　　(1) 集団健診：市内18会場　43日間
　　　　(2) 医療機関健診：市内83医療機関
　　　　(3) 節目歯周疾患検診（40歳、50歳、60歳）：市内歯科医療機関
　　　２　健康教育・健康相談事業（３,６２７千円）
　　　　　生活習慣に起因するメタボリックシンドロームの予防や、転倒骨折を防ぐための骨粗鬆症及び
　　　　ロコモティブシンドロームの予防に向けた啓発や教育、相談を行う。
　　　３　訪問指導事業（８,０４２千円）
　　　　　健診受診結果から生活習慣の改善指導等が必要な場合や、うつや閉じこもり、認知症等の
　　　　相談支援のために、保健師や管理栄養士が家庭訪問を行う。
　　　４　自殺予防・依存症対策事業（５,０２７千円）
　　　　(1) こころの悩みの相談体制づくり及び精神疾患の理解と自殺予防のための啓発を行う。
　　　　(2) 依存症地域支援体制づくりのための講演会や家族のための勉強会を開催する。
【新】　(3) 東広島市自殺対策計画の策定
　　　５　在宅医療・介護連携推進事業（１,４９７千円）
　　　　(1) 在宅医療・介護連携に関する相談支援
　　　　(2) 医療・介護関係者の緩和ケアに関する研修
　　　　(3) がん患者、家族、支援者のつどいの開催

18,100活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

元気すこやか健診総受診者数 人 17,979 17,900

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　健康づくりを自分の事として捉え、健康診査を受診することで、がんや生活習慣病の予防のために生
活習慣を見直すことにつながってくることから、「検診受診率」を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 35年度

（目標値）

大腸がん検診受診率 ％ 23.9 29.0 29.0  40.0

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

50.0

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

子宮頸がん検診受診率 ％ 36.9 33.0 40.0

財
源
内
訳

国県支出金 9,542 千円 5,576 千円

事業費合計（A) 290,347 千円 294,400 千円

地方債 千円 千円

千円 16,244 千円その他 10,173 22,119 千円

321,377 千円 千円

17,247 千円 千円

千円

千円

一般財源 270,632 千円 272,580 千円 282,011 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 1,105 千円 1,068 千円 1,130 千円

事
業
費

千円 千円

4,739 千円

9,079 千円 千円

3,210 千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 2,986 千円 3,004 千円

事業費合計（A) 8,841 千円 8,576 千円

地方債 千円 千円

千円 4,504 千円その他 4,750

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　心身共に元気な高齢期を過ごすために、地域住民が交流を通して運動や認知症予防に取り組む主
体的な活動である「住民運営の通いの場」の実施箇所数を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

（目標値）
「住民運営の通いの場」実施箇
所数

箇所 51 70 110  130

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

2,200活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

「住民運営の通いの場」への参加者数 人 1,250 1,400

目　的
（何のために）

　高齢者が安心していきいきと笑顔で生活できるよう、住民による主体的な介護予防の取組みの支援
や健康の維持に向けた普及啓発等を通して、地域づくりによる介護予防の拡充を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　概ね６５歳以上の高齢者

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　地域介護予防活動支援事業（４,４５７千円）
　　　　(1)　「住民運営の通いの場」の立上げに向けた体操体験・説明会を実施し、立上げ後の運営
　　　　　　支援を行う。
　　　　(2)　「住民運営の通いの場住民交流会（つながり交流会）」の開催
　　　　(3)　「住民運営の通いの場発表会（いきいき百歳楽会）」の開催
　　　　(4)　リハビリテーション専門職の介護予防支援
         (5)  介護予防手帳の発行

　　　２　健康教育・相談事業（２,０８７千円）
　　　　(1)　老人クラブ、地域サロン、女性会等に出向き、介護予防、認知症予防等の講話、体操を
　　　　　行う。
　　　　(2)　介護予防教室修了者による自主グループの運営支援を行う。

　　　３　地域福祉活動推進事業（２,５３５千円）
　　　　　地域サロンの設置と継続運営を支援する経費及び地域サロンの継続運営のためのボランティ
　　　　ア養成研修会のための費用に係る補助金（地域住民グループ支援事業補助金）

所　属 健康福祉部　健康増進課　健康支援係 総合計画施策体系 3

事務事業名 地域介護予防事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 203 5 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 　健康福祉部　健康増進課　保健総務係 総合計画施策体系 4

事務事業名 　医療対策事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 204 1 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図り、もって市民の健康の保持に寄与する。

対　象
（誰・何を対象に）

　初期（一次）救急診療及び二次救急診療、産科診療を担う医療機関等

事業の概要
及び

H30活動計画

　
　　　１　在宅当番医制運営事業(２１,３４１千円）
　　　　　発熱や軽いケガなど外来で治療できる比較的軽症な患者に対応した診療を担当する救急医
　　　　療体制を確保するため、関係医師会（東広島地区医師会、賀茂東部医師会及び竹原地区医師
　　　　会）に休日や夜間の診療を委託して、在宅当番医制による初期（一次）救急医療体制を整える。
　　　２　病院群輪番制病院運営事業（３７,１５０千円）
　　　　　緊急手術や入院を要するようなケガや急病及び初期（一次）救急医療施設からの紹介などの
　　　　重症患者に対応した救急医療体制を確保するため、東広島地区二次救急医療圏及び竹原地
　　　　区二次救急医療圏において病院群輪番制病院運営事業を実施する医療機関に対して補助金
　　　　等を交付する。
　　　３　産科医等確保支援事業（１０,７３４千円）
　　　　　産科医及び助産師に分娩手当を支給している医療機関に対して補助金を交付する。
　　　４　初期臨床研修奨励金制度（９,０００千円）
　　　　　地域医療の充実に必要な医師の養成及び確保に資することを目的とし、市内の臨床研修病
　　　　院（東広島医療センター）において臨床研修を受ける医師に対して奨励金を交付する。
　　　５　救急当直医確保支援事業（４,４５０千円）
　　　　　病院群輪番制病院運営事業において当番診療日に救急診療を行う当直の医師を確保する
　　　　ため、非常勤の医師を雇用する医療機関に対して補助金を交付する。
　　　６　小児救急医療支援事業（８,０３９千円）
　　　　　休日及び夜間において入院治療等を必要とする小児の重症救急患者の医療を確保するた
　　　　め、小児二次救急を実施する医療機関に対して補助金を交付する。
　　　７　小児科新規開業支援事業（１０,０００千円）
　　　　　市内に小児科診療所を新規開業する医師に対して補助金を交付する。
　　　８　公的病院等運営支援事業補助金（２０,０００千円）
　　　　　救急医療を提供する体制の充実を図ることを目的として、市内の公的病院等に対して補助金
　　　　を交付する。
【新】９　救急相談センター事業（１,６９４千円）
　　　　　広島広域都市圏において実施する事業で、救急患者からの電話に24時間365日体制で対応
　　　 することにより、救急車の適正利用や医療機関の適正受診を図る。

15

　小児科新規開業件数 件 - 1 1

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

　初期臨床研修医数 人 12 15

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　一定の参加医療機関を確保することで、現行の初期（一次）救急及び二次救急医療体制を維持して
おり、「初期（一次）救急医療機関数（※東広島地区）」と「二次救急医療機関数（※東広島地区）」を成
果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）
初期（一次）救急医療機関数
（※東広島地区）

箇所 29 30 30  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

二次救急医療機関数
（※東広島地区）

箇所 5 5 5

財
源
内
訳

国県支出金 13,442 千円 14,817 千円

事業費合計（A) 111,701 千円 127,874 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 2 千円

125,352 千円 千円

14,292 千円 千円

千円

千円

一般財源 98,259 千円 113,057 千円 111,058 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　健康増進課　保健総務係 総合計画施策体系 4

事務事業名 休日診療所運営事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 204 2 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　休日・祝日における初期（一次）救急医療機関として、住民の健康保持を担う。

対　象
（誰・何を対象に）

　初期（一次）救急医療を必要とする市民

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　休日診療所の運営（４５,５５２千円）
 　　 　 (1) 設置場所：東広島保健医療センター１階（東広島市西条町土与丸1113番地）
　　     (2) 診療科目：内科、小児科及び歯科
 　　    (3) 診療日：日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び12月30日から1月3日
　　　　　　　　　　   までの72日を予定している。
　　     (4) 診療時間：午前9時から午後4時まで診療する。
　　　　　　　　　　　　  ただし、内科及び小児科については、12月30日から3月14日までの診療日は
　　　　　　　　　　　　  午後8時まで。また、必要に応じて午後9時まで診療時間を延長する。

72

受診患者数（内科、小児科及び歯科） 人 4,655 5,700 5,000

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

年間診療日数 日 71 71

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　初期（一次）救急医療機関として、市民の健康保持を図るため、年間を通じた休日・祝日の診療開設
が必要であり、診療開設日を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

診療開設日 日 71 71 72  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 38,917 千円 50,645 千円

地方債 千円 千円

千円 44,883 千円その他 38,917 45,552 千円

45,552 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 千円 5,762 千円 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　国保年金課　医療給付係 総合計画施策体系 4

事務事業名 後期高齢者医療健康増進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 204 3 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　後期高齢者医療被保険者の健康増進を行うことにより、後期高齢者医療制度の医療費の適正化を
図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　後期高齢者医療被保険者

事業の概要
及び

H30活動計画

　
　　　１　長寿医療いきいき健康づくり事業（２,２５９千円）
　　　　　後期高齢者医療被保険者に対して、市内6か所の運動施設を利用する際の利用料金を
        助成する。平成30年度は広域連合の補助対象外となったことから助成限度額を1人あたり
　　　　8,000円（平成29年度は１人あたり10,000円）に縮小する。
　
　　     　【対象施設】
　　　　　　　アクアパーク体育館、スポーツ交流センター・おりづる、黒瀬屋内プール（プールのみ）、
　　　　　　　安芸津B&G海洋センター（プールのみ）、河内パークゴルフ場、福富パークゴルフ場

　　　２　長寿医療はり・きゅう施術助成事業（３,１２５千円）
　　　　　後期高齢者医療被保険者に対して、市が指定したはり・きゅう施術所で健康保険の適用に
　　　　ならない施術を受ける際の料金を助成（1,000円／回）する。

800

はり・きゅう施術助成利用者数 人 471 520 600

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

いきいき健康づくり事業利用者数 人 744 725

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　「いきいき健康づくり事業」は運動習慣付けを目標とするため、「いきいき健康づくり事業利用率」を成
果指標とし、「はり・きゅう施術助成事業」は、早期施術による医療費削減を目標とするため、「はり・きゅ
う施術助成利用率」を成果指標とする。
（※利用率＝利用者／対象者（後期高齢者被保険者数））

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

いきいき健康づくり事業利用率 ％ 3.7 3.5 3.7  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

はり・きゅう施術助成利用率 ％ 2.3 2.5 2.8

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 3,967 千円 4,059 千円

地方債 千円 千円

千円 3,653 千円その他 3,948 3,125 千円

5,659 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 19 千円 406 千円 2,534 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　国保年金課　医療給付係 総合計画施策体系 4

事務事業名 医療費適正化特別対策事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 204 4 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

国民健康保険特別会計

目　的
（何のために）

　レセプト（診療報酬明細書）の点検、ジェネリック医薬品差額通知、第三者行為求償及び重複・頻回
受診者に対する訪問指導を行い、医療費の適正化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　国民健康保険被保険者

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　国民健康保険のレセプトの資格・内容点検業務（１８,８６１千円）
　　　　　保険者の診療報酬を適正な支払い額とするため、被保険者の資格やレセプトの内容等を点
　　　　検し、重複請求や過誤があった場合には国民健康保険団体連合会に再審査を請求する。

　　　２　ジェネリック医薬品差額通知業務（１１,７７１千円）
　　　　　先発医薬品からジェネリック医薬品への切り替えを促進するため、切替額が一定以上の対象
　　　　者に対して差額通知を送付する。（業者委託による実施）

　　　３　第三者行為損害賠償に係る求償事務（１,０７１千円）
　　　　　第三者等の不法行為に起因する診療に係る傷病調査を実施し、第三者等に対する求償を
　　　　行う。（求償事務は、広島県国民健康保険団体連合会に委託している。）

　　　４　重複・頻回受診者に対する保健指導（５,３１２千円）
　　　　　医療費の適正化を推進するため、重複受診者（同一疾病で同一診療科目の複数の医療機
　　　　関に同一月内に受診している月が3か月継続している者）や頻回受診者（同一疾病で同一診
　　　　療科目を月15日以上受診している月が3か月継続している者）の自宅を訪問し、適正受診に係
　　　　る個別指導等を行う。

10,000

ジェネリック医薬品差額通知発送件数 通 12,515 12,800 12,900

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

レセプト内容点検再審査申出件数 件 8,075 10,000

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　医療費適正化を目的とした事業であるため、財政効果率と削減効果額を成果指標とする。
　①レセプト内容点検財政効果率＝内容点検効果額／保険者負担額×100
　②ジェネリック医薬品差額通知削減効果額＝比較対象月の実績を基準月の後発率で換算した
　　薬剤費－比較対象月の薬剤費（＊基準月：初回通知作成時に使用したレセプトデータの診療
　　月 、 比較対象月：基準月の効果が測定できる月）

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

レセプト内容点検財政効果率 ％ 0.21 0.23 0.23  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

ジェネリック医薬品差額通知削減
効果額

千円 175,374 185,000 185,000

財
源
内
訳

国県支出金 14,000 千円 14,319 千円

事業費合計（A) 38,475 千円 38,584 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

37,900 千円 千円

16,601 千円 千円

千円

千円

一般財源 24,475 千円 24,265 千円 21,299 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　国保年金課　医療給付係 総合計画施策体系 4

事務事業名 特定健康診査等事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 204 5 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

国民健康保険特別会計

目　的
（何のために）

　生活習慣病の発症リスクが高いメタボリックシンドローム（内臓脂肪型肥満）に着目した健診や保健指
導を行い、糖尿病等の生活習慣病の有病者及び予備群の減少を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　40歳以上の国民健康保険被保険者（年齢判定日：当該年度末時点）

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　特定健診の受診推進（８３,０７９千円）
　　　　（1） 40歳以上の被保険者を対象に、生活習慣病の発症や重症化の予防を目的として実施し
　　　　　　ている健康診査について、健診料金の無料化を継続して実施する。
　　　　　　　実施時期　　集団健診7月～10月　　医療機関健診7月～翌年1月
　　　　（2） 特定健診の受診率向上のため、特定健診対象者全員に特定健診とがん検診等の受診券
　　　　　　を個別通知する。
　　　　　　　実施時期　　6月

　　　２　治療中患者の情報提供（４０５千円）
　　　　　特定健診の受診率向上のため、医療機関で治療中の者の特定健診に該当するデータを、
　　　　本人の同意のうえで、医療機関から市に情報提供する。

　　　３　特定健診受診勧奨事業（６６０千円）
　　　　　未受診者に対し電話勧奨を行うとともに、未受診理由を聞き取り、分析する。
　　　　　　実施時期　　6月～9月

　　　４　特定保健指導の充実（８,３１９千円）
　　　　　特定健診の結果により健康の保持に努める必要がある人に対して、生活習慣の改善を図る
　　　　ため、嘱託保健師・嘱託管理栄養士が訪問し、保健指導を実施する。
　　　　　　実施時期　　9月～

26,300

特定保健指導利用勧奨者数 人 851 1,960 1,458

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

特定健診受診勧奨者数 人 26,484 27,500

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　糖尿病等の生活習慣病の有病者及び予備群を把握し、減少することを目標としているため、特定健
診受診率と特定保健指導実施率を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

特定健診受診率 ％ 31.6 45.0 36.0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

特定保健指導実施率 ％ 45.8 60.0 46.0

財
源
内
訳

国県支出金 62,803 千円 66,645 千円

事業費合計（A) 89,492 千円 100,241 千円

地方債 千円 千円

千円 860 千円その他 745 860 千円

96,586 千円 千円

92,215 千円 千円

千円

千円

一般財源 25,944 千円 32,736 千円 3,511 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 5,749 千円 8,476 千円 3,935 千円

事
業
費

千円 千円

千円

41,048 千円 千円

37,113 千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 20,313 千円 32,828 千円

事業費合計（A) 26,062 千円 41,304 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　「糖尿病及び腎症の重症化予防を目的とする保健指導業務」は生活習慣を改善することで糖尿病の
重症化を防止することを目標とするため、「指導実施完了者の病期進行者数」を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

指導実施完了者の病期進行者 人 0 0 0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

80.0活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

重症化予防保健指導実施完了率 ％ 77.5 80.0

目　的
（何のために）

　国民健康被保険者を対象に、体を動かすことによる心身両面の健康づくりを推進するとともに、生活
習慣病の重症化予防対策等を推進することにより、健康維持及び医療費の適正化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　国民健康保険被保険者

事業の概要
及び

H30活動計画

　
　　　１　国保いきいき健康づくり事業（１２,７１８千円）
　　　　　被保険者に対して、市内6か所の運動施設を利用する際の利用料金を助成する。
　
　　　２　国保はり・きゅう施術助成事業（３,４００千円）
　　　　　被保険者に対して、市が指定したはり・きゅう施術所で健康保険の適用にならない施術を受
　　　　ける際の料金を助成（1,000円/回）する。

　　　３　健康増進運動教室（９２３千円）
　　　　　被保険者が自分に合う運動を見つけて、継続的な運動の習慣づけをすることを支援するた
　　　　　め、健康体操等の実技と健康講座を1つのコースとする健康運動教室を開催する。

　　　４　医療費通知（５,１４６千円）
　　　　　被保険者に医療費への関心と健康管理に対する意識を持ってもらうため、医療機関等の利
　　　　用状況を通知する。

　　　５　糖尿病及び腎症の重症化予防を目的とする保健指導業務（１３,１６５千円）
　　　　　糖尿病が重症化して人工透析に移行することで著しく増大する医療費を軽減するため、糖尿
　　　　病が重症化しつつある人を対象に、主治医と連携しながら保健指導する。

　　　６　糖尿病フォローアップ事業（１７３千円）
　　　　　糖尿病及び腎症の重症化予防を目的とする保健指導業務の終了者に食事・栄養・運動を電
　　　　話指導することで、セルフマネジメント能力を再度指導し、生活の質（QOL)の維持向上を図る。

　　　７　生活習慣病治療中断者受診勧奨事業（８２１千円）
　　　　　生活習慣病の治療中断者に対して、医療機関への受診を促す通知を送付することで、生活
　　　　習慣病の重症化予防を図る。

　　　８　健診異常値放置者受診勧奨事業（８２１千円）
　　　　　特定健診受診の結果、健診異常値を放置している対象者に対し、医療機関への受診を促す
　　　　通知を送付することで生活習慣病の早期発見、早期治療に導く。

所　属 健康福祉部　国保年金課　医療給付係 総合計画施策体系 4

事務事業名 健康増進普及事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 204 6 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

国民健康保険特別会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 1,334,107 千円 1,400,243 千円 1,544,158 千円

事
業
費

千円 千円

366,875 千円

1,915,266 千円 千円

4,233 千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 1,673,504 千円 1,747,932 千円

地方債 千円 千円

千円 347,689 千円その他 339,397

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

保険料収納率（滞納繰越分） ％ 33.73 45.00 45.00

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　後期高齢者医療制度の財政健全化のため、市の業務となっている｢保険料収納率｣を成果指標とす
る。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）
保険料収納率
（普通徴収・現年度分）

％ 98.89 99.00 99.00  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

21,500活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

被保険者数 人 20,338 20,700

目　的
（何のために）

　高齢期における適切な医療の給付等を行い、高齢者の福祉の増進を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　75歳以上の人（障害認定を受けた場合は65歳以上）

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　後期高齢一般事務（８８２千円）
　　　　　後期高齢者医療制度に係る申請受付、相談及びシステム管理等の事務を行う。

　　　２　保険料収納事務（１５,８６８千円）
　　　　　後期高齢者医療保険料に係る納入通知書送付、督促状送付など収納に関する事務を行う。
　
　　　３　後期高齢者医療広域連合納付金（１,８９５,５１６千円）
　　　　　市が徴収した保険料、延滞金及び保険料軽減に係る保険基盤安定負担金を広島県後期
　　　　高齢者広域連合に納付する。

　　　４　保険料還付金及び還付加算金（３,０００千円）
　　　　　過年度分保険料の還付金とそれに伴う還付加算金を支払う。
　

所　属 健康福祉部　国保年金課　医療給付係 総合計画施策体系 4

事務事業名 後期高齢者医療制度の運営 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 204 8 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

後期高齢者医療特別会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　地域支援係 総合計画施策体系 5

事務事業名 地域包括支援センター運営事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 1 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計

目　的
（何のために）

  高齢者等が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるように、包括的および継続的な支援を行う
ため、地域のネットワークを構築しつつ、個別サービスのコーディネート等を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

  高齢者等

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　地域包括支援センターの運営（１１０,９００千円）
　　　　　業務にあたる専門職員のうち、主任介護支援専門員、社会福祉士については市内の
        社会福祉法人から15人の職員の派遣をうけて、保健師とともに4か所の地域包括支援セ
        ンターを直営方式で運営する。
　　　　(1)　介護予防ケアマネジメントとして、介護予防および生活支援サービス等が包括的・効
             率的に実施されるよう必要な援助を行う。
　　　　(2)　総合相談支援として、地域の高齢者に必要な支援を把握し、適切なサービスや制度
            の利用につなげる等、総合相談や地域包括支援ネットワークの構築などを行う。
　　　　(3)　権利擁護に関する啓発活動と、高齢者虐待への適切な対応及び成年後見制度の
             利用支援を行う。
　　　　(4)　包括的・継続的ケアマネジメント支援として、個々の高齢者の状況や変化に応じた包
             括的・継続的なケアマネジメントを介護支援専門員が実践できるよう地域の基盤を整え
             るとともに介護支援専門員へのサポートを行う。
　
　　　２　高齢者相談センターの運営（２９,４１７千円）
　　　　　高齢者がより身近な地域で相談できる窓口として、7か所の高齢者相談センターを委託
        により設置し、高齢者総合相談支援業務にあたる。
　
 
　
　

240

総合相談件数 件 11,327 14,500 15,000

活動・結果
指　標

 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

相談窓口普及啓発(出前講座・地域活動)件数 件 233 235

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 71,101 千円 78,252 千円

事業費合計（A) 121,540 千円 133,764 千円

地方債 千円 千円

千円 29,428 千円その他 26,739

千円

32,272 千円

140,317 千円 千円

81,034 千円 千円

　
　成果指標を設定することは難しいが、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう総合相談
やケアマネジメントを行いながら、高齢者の個別支援を行っており、高齢者相談センターと連携しなが
ら取り組みを進める。

千円

千円

一般財源 23,700 千円 26,084 千円 27,011 千円

事
業
費

千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 33 千円 183 千円 千円

事
業
費

千円 千円

54,237 千円

54,237 千円 千円

千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 64,345 千円 50,582 千円

地方債 千円 千円

千円 50,399 千円その他 64,312

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　　介護保険の予防給付の対象者である要支援者が、現在の生活機能を維持又は向上させることで要
介護状態にならないようにすることを目標に、介護予防サービス支援計画を作成し、自立した生活を送
ることができるよう支援を行うため、「要支援認定者が更新認定の結果、現状維持又は改善した割合」を
成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）
要支援認定者が更新認定の結
果、現状維持又は改善した割合

％ 72 75 75  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

13,500活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

予防給付による介護予防ケアマネジメント継続
件数

件 13,563 13,500

目　的
（何のために）

  介護保険における予防給付の対象となる要支援者が介護予防サービス等の適切な利用等を行うこと
ができるよう、指定介護予防支援を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　要介護認定において、要支援１・２と認定された者

事業の概要
及び

H30活動計画

　
　　　１　予防給付による介護予防ケアマネジメント業務(２５,９７７千円)
　　　　　介護保険における予防給付の対象となる要支援者が介護予防サービス等の適切な利
         用等を行うことができるよう、その心身の状況、その置かれている環境等を勘案し、介護
         予防サービス支援計画を作成するとともに、介護予防サービス事業者等の関係機関との
         連絡調整などを行う。

　　　２　介護予防支援業務委託(２８,２６０千円)
　　　　　介護予防サービス支援計画の作成の一部を指定居宅介護支援事業所に委託する。

　
　

 
 

 
 
 

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　地域支援係 総合計画施策体系 5

事務事業名 予防給付ケアマネジメント事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 2 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 6,655 千円 8,343 千円 18,842 千円

事
業
費

千円 千円

2,638 千円

21,480 千円 千円

千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 9,304 千円 10,924 千円

地方債 千円 千円

千円 2,581 千円その他 2,649

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　高齢者や地域住民の生活の維持向上に寄与することを目的としているため、安芸津地域福祉推進
施設ひだまりの家セラピー＆サロン及び阪田記念館の稼働率を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

セラピー&サロン、阪田記念館稼働率 ％ 53 66 66  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

8.0

ひだまりの家セラピー&サロン、阪田記念館延べ
利用者数

人 12,305 9,500 12,500

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

グループハウス入居者数（月平均入居者数） 人 7.8 7.5

目　的
（何のために）

　高齢者及び地域住民の生活維持向上のための場として、老人福祉施設の適正な維持管理を行うとと
もに、地域におけるコミュニティづくりを推進するため、地域に整備された老人集会所の適正な管理を
行い、福祉の増進を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内に住所を有する65歳以上の者、要援護者等

事業の概要
及び

H30活動計画

　
　　　１　津江老人福祉センター維持管理（１０７千円）
　　　　　老人福祉センターの維持管理（消防設備点検等）

　　　２　老人集会所維持管理（１２,０９２千円）
　　　　　施設における整備（補修に対する補助）及び消防設備点検
　　　　　老人集会所の地元譲渡
　
　　　３　安芸津地域福祉推進施設管理業務（９,２８１千円）
　　　　　ひだまりの家、グループハウス、セラピー及び阪田記念館管理委託

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　高齢福祉係 総合計画施策体系 5

事務事業名 高齢者福祉施設等管理運営事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 4 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　高齢福祉係 総合計画施策体系 5

事務事業名 敬老事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 5 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

対　象
（誰・何を対象に）

事業の概要
及び

H30活動計画

　高齢者を敬愛し、長寿を祝う目的で地域等で実施される敬老事業を支援・援助し、敬老事業実施団
体に助成金を交付する。また、長寿を祝し、多年のご苦労をねぎらうため、対象となる高齢者に敬老祝
品や敬老金を贈呈する。
　敬老会・・・市内の各地域において敬老事業を行う実施団体
　敬老祝品、敬老金・・・9月1日に生存し、当該年12月31日時点の年齢が、77歳・90歳・100歳以上の
者

　　　１　敬老事業（敬老会等）実施団体への助成（２５，５７９千円）
　　　　（1）　交付対象：市内の各地域において敬老事業を行う実施団体
　　　　（2）　助成金額：対象者（4月1日現在で市内に居住し、当該年の12月31日時点の年齢が77歳以
　　　　　　上の高齢者）

　　　２　敬老祝品の贈呈（８，２６９千円）
　　　　（1）　対象者：9月1日に生存し、当該年の12月31日の年齢が77歳の者
　　　　（2）　祝品：市内の産品によるカタログギフトの中から１品を選んでいただき贈呈

　　　３　敬老金の贈呈（１０,３７０千円）
　　　　（1）　対象者：9月1日に生存し、当該年の12月31日の年齢が90歳・100歳以上の者
　　　　（2）　支給額
　　　　　ア　90歳            10,000円
　　　　　イ　100歳           50,000円
　　　　　ウ　101歳以上    10,000円

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

-

敬老金贈与者数 人 1,927 - -

敬老会対象者数（住民自治協議会が行う敬老
会対象者を除く）

人 9,257 -

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 40,016 千円 45,811 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

千円

千円

45,784 千円 千円

千円 千円

　
　成果指標の設定は困難であるが、敬老会については、各地域で敬老会が円滑に実施されるよう説明
会や申請手続きの事務を適切に行う。敬老祝品、敬老金については、対象者に対する贈与事務を適
切に行う。

千円

千円

一般財源 40,016 千円 45,811 千円 45,784 千円

事
業
費

千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　高齢福祉係 総合計画施策体系 5

事務事業名 高齢者雇用等促進団体助成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 6 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　地域の高齢者の希望に応じた臨時的・短期的な就業機会の確保・提供により、生きがいと社会参加
を高め、地域社会への貢献を目的とするシルバー人材センターの運営安定のため助成を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　公益社団法人　東広島市シルバー人材センター

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　シルバー人材センターの支援（２４，３０８千円）
　　　　　シルバー人材センターは、概ね６０歳以上で就労を希望し、加入する会員で構成して
　　　　いる。高齢者にとって、シルバー人材センターが提供する就業の場に積極的に参加するこ
　　　　とは、生きがいづくりのみでなく、地域社会へ貢献することによる社会参加意欲の向上や将
　　　　来的な介護予防にも繋がるものであり、同センターの活動自体が、高齢者の介護予防等
　　　　総合的な高齢者対策の中核として機能している。
　　　　　また、ニッポン一億総活躍プランでは、経済成長、子育て支援、社会保障の基盤強化の
　　　　実現を目指し、女性の社会進出の後押しや現役世代の雇用環境を向上させるため、育
　　　　児・介護分野などの人手不足分野における高齢者の活躍が期待されており、同センター
　　　　ではそれら分野の就業の開拓を図っているところである。
　　　　　本市としては、その事業活動の安定化を図るため、補助金を交付することにより、継続的
　　　　に支援を実施する。

1,321

就業実人員数 人 980 1,091 1,123

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

会員数 人 1,159 1,315

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　高齢者の希望に応じた臨時的、短期的な就業機会が確保・提供されることにより、高齢者の生きがい
づくり、社会への参加促進、社会貢献意識の醸成が図られることが成果目標となることから、会員数のう
ち実際に就業した割合を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

就業実人員数／会員数 ％ 84.6% 83.0% 85.0%  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 29,597 千円 24,983 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

24,308 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 29,597 千円 24,983 千円 24,308 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

630 704 665

達成率 （目標値）

千円

千円

一般財源 14,890 千円 5,666 千円 3,886 千円

事
業
費

千円 千円

千円

5,600 千円 千円

1,714 千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 1,842 千円 1,817 千円

事業費合計（A) 16,732 千円 7,483 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

　高齢者の学習活動の一層の活性化を図り、生きがいづくりや社会参加の促進を通して介護予防及び
健康増進を図っているため、「熟年大学受講者数」を成果指標とする。

熟年大学受講者数 人

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

5,061 6,106 5,010

熟年大学講座数 講座 21 22 22

老人クラブ会員数 人

目　的
（何のために）

対　象
（誰・何を対象に）

事業の概要
及び

H30活動計画

　高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進を通じて、高齢者自身の健康増進と介護予防を図るととも
に、老人福祉の向上と地域福祉の増進を図る。

　東広島市老人クラブ連合会、東広島市社会福祉協議会、６５歳以上の高齢者で要介護認定を受け
ていない者

　　　１　老人クラブ連合会・単位老人クラブ活動に対する支援（４,６６２千円）
　　　　　清掃奉仕、健康づくり、交通安全講習、児童の登下校やひとり暮らし高齢者等の見守り活動、
　　　　連合会活動促進等の事業に対して助成する。

　　　２　東広島熟年大学の活動に対する支援（９３８千円）
　　　　　高齢者の学習活動の一層の活性化を図り、生きがいづくりや社会参加の促進を通じて、介護
　　　　予防及び健康増進を図ることを目的とした東広島熟年大学を支援するため、市社会福祉協議
　　　　会に運営費の一部を助成する。
　　　　(1)　入学資格
　　　　　　東広島市に在住する60歳以上の者で、学習意欲があり、かつ自分で通学可能な者
　　　　(2)　講座数
　　　　　　パソコン講座、ガーデニング、料理、手芸、健康体操など２２講座
　　　　(3)　受講料
　　　　　　一般講座　年間4,000円（パソコン基礎講座のみ年間5,000円、講座により材料費等の実費
　　　　　が必要）

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　高齢福祉係 総合計画施策体系 5

事務事業名 高齢者生きがい活動支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 7 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 9,861 千円 10,747 千円 7,294 千円

事
業
費

千円 千円

千円

7,294 千円 千円

千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 9,861 千円 10,747 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　在宅で生活されているひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯の方等がサービスを利用すること
によって、施設等に入所することなく在宅生活を維持されていることが成果目標である。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

-

軽度生活援助サービス提供延べ人数 人 323 370 370

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

緊急通報システム設置台数 台 261 -

目　的
（何のために）

　ひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯に属する方等の通所等の外出や、洗濯、掃除等、在宅での
日常生活の支援を行うことにより、住み慣れた地域での健やかな暮らしを支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　ひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯に属する者等

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　軽度生活援助サービス（１，８４８千円）
　　　　　ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯に属する方を対象に、樹木の剪定や草刈り、掃除等
　　　　のホームヘルパーの援助では行えない軽作業を行う。

　　　２　寝具洗濯サービス（２０５千円）
　　　　　ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯に属する方、身体障害者又は療育手帳の交付を受
　　　　けている方で、失禁等により寝具が汚れ、本人や家族による寝具の衛生管理が困難な場合に、
　　　　汚れた寝具の丸洗い、消毒を行う。

　　　３　生活管理指導短期宿泊事業（２６３千円）
　　　　　基本的な生活習慣に問題が生じていたり、社会適応が困難な高齢者を対象に短期宿泊を通
　　　　じて、生活指導・体調の調整を行う。

　　　４　緊急通報システム事業（４，８０６千円）
　　　　　緊急性のある疾病を持ったひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯に属する方、重度障害者
　　　　で日常生活に不安を持つ方に、民間の受信センターに通報することができる機器（緊急通報機
　　　　器）を貸与する。
　　　　　受信センターにおいては、看護師等の専門スタッフが対応し、本人の状況確認、協力員・親族
　　　　等への連絡、救急搬送の依頼を行う。

　　　５　高齢者日常生活用具給付事業（１７２千円）
　　　　　火の元の管理に不安のあるひとり暮らし高齢者等に対し、電磁調理器、火災警報器、自動消
　　　　火器を給付することにより、当該高齢者の日常生活上の不安を軽減する。

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　高齢福祉係 総合計画施策体系 5

事務事業名 高齢者在宅生活支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 8 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 19,335 千円 24,227 千円 24,872 千円

事
業
費

千円 千円

千円

24,872 千円 千円

千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 19,335 千円 24,227 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　高齢者の日常生活における外出を支援しているため、「タクシー割引乗車券交付者一人当たりの利
用枚数」を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）
タクシー割引乗車券交付者1人
当たりの利用枚数

枚 14 20 20  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

2,595

外出支援サービス提供箇所（サロン） 箇所 173 217 211

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

タクシー券交付者数 人 2,426 2,464

目　的
（何のために）

　社会的な行事や通院等の日常生活における外出を支援することで、高齢者の社会参加を促進し、閉
じこもりを防止する。

対　象
（誰・何を対象に）

　ひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯に属する者

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　高齢者移送サービス（２２,１０４千円）
　　　　　東広島市内に居住されている70歳以上の高齢者が、社会的な行事の参加や通院等のため、
　　　　市に登録のあるタクシー事業者を利用する場合に、その乗車料金の一部を助成するタクシー割
　　　　引乗車券を交付する。
　　　　　(1)　交付対象要件
　　　　　　ア　住所
　　　　　　　　東広島市内に住所を有するもの
　　　　　　イ　本人の年齢
　　　　　　　　70歳以上
　　　　　　ウ　世帯の状況
　　　　　　　　ひとり暮らし高齢者世帯又は高齢者世帯（世帯員全員が次のいずれかに該当）
　　　　　　　　①　65歳以上の者
　　　　　　　　②　18歳未満の者
　　　　　　　　③　身体障害者手帳の交付を受けた18歳以上65歳未満の者であって、自ら自動車を運
　　　　　　　　　　転することができない者
　　　　　　　　④　40歳以上65歳未満の要介護者等であって、自ら自動車を運転することができない者
　　　　　　エ　市民税
　　　　　　　　世帯員全員が市民税非課税者
　　　　　　オ　その他
　　　　　　　　障害者施策のタクシー券の交付を受けていないこと
　　　　　(2)　タクシー割引乗車券
　　　　　　ア　500円のタクシー割引乗車券を年間20枚交付
　　　　　　イ　タクシー割引乗車券は1回の乗車につき2枚まで使用可能
　　　　　(3)　協力金の交付
　　　　　　　タクシー割引乗車券取扱い業務の履行に対し、年間請求額×5％の協力費を登録事業者
　　　　　　に交付する。

　　　２　外出支援サービス（２,７６８千円）
　　　　　地域サロン活動において、外出して行事を行う際に送迎を行う。（各サロン年1回）

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　高齢福祉係 総合計画施策体系 5

事務事業名 高齢者外出支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 9 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　地域支援係 総合計画施策体系 5

事務事業名 介護予防・生活支援サービス事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 10 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計

目　的
（何のために）

　効果的な介護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービス実施により、要支援状態からの自立
の促進や重症化予防の推進を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　要支援１・２認定者、基本チェックリストによる事業対象者

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　訪問型サービス（７１,４００千円）
　　　　　現行の訪問介護に相当するものとその他の多様なサービスを実施する。
　     (１)　訪問介護：自分ではできない日常生活上の行為がある場合に、ホームヘルパーによ
　　　　　る調理や掃除、洗濯などの支援を行う。
　　　（2)　訪問型サービスＢ：身体介護が不要で、精神的にも専門職の支援を必要としない人
　　　　　に対して生活支援サービスを実施する。
　　　（3)　訪問型サービスC：理学療法士、栄養士などの専門家による短期集中サービスを行う。

　　　２　通所型サービス（２０１,８３１千円）
　　　　　現行の通所介護に相当するものとその他の多様なサービスを実施する。
　　　（1)　通所介護：通所介護施設で、入浴や排せつ、食事などの日常生活上の支援を日帰り
　　　　　で行う。また、運動機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上等の選択サービスも行う。
　　　（2)　通所型サービスＡ：サービス提供施設で、週１回運動機能向上プログラムを実施する。
           また、栄養改善（昼食の提供）や口腔機能の向上プログラム等利用者に必要なサービ
　　　　　スを総合的に提供することで、生活機能の改善を目指す。

　　　３　その他の生活支援サービス（１,２１４千円）
　　　　　地域における自立した日常生活の支援のために、訪問型サービスを補足するサービス
　　　　として、訪問介護等では実施することができない生活援助サービスを提供する。

 

 
 
　

430

通所介護利用者数 人 697 600 700

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

訪問介護利用者数 人 429 380

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

 
  総合事業のサービスのうち、より自立支援に向けた取り組みを行っている通所型サービスＡ、
訪問型サービスＣの利用者人数の変化を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

通所型サービスＡ利用延べ人数 人 1,879 2,050 2,200  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

訪問型サービスＣ利用延べ人数 人 － － 30

財
源
内
訳

国県支出金 40,127 千円 99,037 千円

事業費合計（A) 118,814 千円 281,828 千円

地方債 千円 千円

千円 147,563 千円その他 63,835 143,760 千円

276,513 千円 千円

98,189 千円 千円

千円

千円

一般財源 14,852 千円 35,228 千円 34,564 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 5,616 千円 6,759 千円 6,482 千円

事
業
費

千円 千円

7,745 千円

33,673 千円 千円

19,446 千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 16,843 千円 20,276 千円

事業費合計（A) 28,793 千円 34,660 千円

地方債 千円 千円

千円 7,625 千円その他 6,334

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

家族介護者交流事業参加者数 人 200 240 210

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　在宅で介護する家族介護者を支援するため、「家族介護者交流事業参加者数」と「家族介護教室参
加者」を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

家族介護教室参加者数 人 523 400 540  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

270活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

配食サービス実利用者数 人 256 270

目　的
（何のために）

　在宅で高齢者を介護する家族介護者のさまざまな負担を緩和するとともに、在宅での介護を支援す
るための介護教室や交流事業等を実施する。
　また、認知症の人や家族が安心して暮らし続けることができる地域づくりを推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　在宅で高齢者を介護する家族介護者等

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　介護者慰労金支給事業（３００千円）
　　　　　介護サービスを受けていない中重度の要介護者を現に介護している家族に、精神的慰労を目
　　　　的として慰労金を支給する。

　　　２　家族介護教室（４,０８３千円）
　　　　　要介護高齢者を介護している家族等を対象に、介護方法や介護予防、介護者の健康づくり等
　　　　についての知識、技能を修得するための教室を開催する。

　　　３　家族介護者交流事業（１３５千円）
　　　　　認知症の人を介護している家族が、気軽に相談し合い介護の悩みなどを分かち合うことで心
　　　　身の元気回復を図るための交流会を開催する。

　　　４　介護用品支給事業（４,７９３千円）
　　　　　市民税非課税世帯であって、「要介護4」または「要介護5」に相当する高齢者を、同居して在
　　　　宅介護している家族を対象に、紙おむつ等の購入助成券を支給する。

　　　５　配食サービス事業（１９,９７３千円）
　　　　　調理が困難なひとり暮らしの高齢者等に、栄養バランスのとれた食事を配達し、併せて安否確
　　　　認を行う。

　　　６　成年後見制度利用支援事業（４,０７４千円）
　　　　　身寄りのない高齢者の成年後見制度の利用を支援し、低所得の高齢者に係る成年後見申立
　　　　の手数料や後見報酬の一部について負担する。

　　　７　認知症サポーター養成事業（２７１千円）
　　　　　認知症の人や家族が安心して暮らし続けることができる地域づくりを推進するため、認知症サ
　　　　ポーター養成講座を実施する。

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　高齢福祉係 総合計画施策体系 5

事務事業名 家族介護等支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 11 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 6,955 千円 8,425 千円 8,626 千円

事
業
費

千円 千円

千円

8,626 千円 千円

千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 6,955 千円 8,425 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　介護保険料は、介護保険制度を支えている大切な財源であり、収納対策の取組みが収入の確保に
つながるため、「収納率」を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

収納率 ％ 97.95 97.98 98.00  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

3,110,659活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

現年度分と滞納繰越分の合計収納額 千円 3,023,658 3,049,182

目　的
（何のために）

　介護保険法の定めるところにより、市が行う介護保険事業に要する費用に充てるため、介護保険料の
賦課収納業務を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　65歳以上の市民

事業の概要
及び

H30活動計画

　
　　　１　被保険者の資格管理（２２９千円）
　　　　　市内に住所を有する65歳以上の人を第1号被保険者として把握するとともに、新規に65
        歳となる人についても住民登録から逐一資格管理する。
　
　　　２　介護保険料の賦課（４,７２５千円）
　　　　(1)　第1号被保険者の保険料は、年度の初日（4月1日）を賦課期日として、保険料の基準
           額を基に計算し、基準額は、第7期介護保険事業計画の3年間の計画期間における支
           出及び収入を勘案して設定する。
　　　　(2)  平成30年度から平成32年度までの介護保険料基準額　：　68,400円/年
　
　　　３　介護保険料の収納（３,６７２千円）
　　　　(1)　特別徴収は、年金が年額18万円以上の被保険者の受給年金から徴収する。
　　　　(2)　普通徴収は、被保険者から納付書または口座振替により収納する。
　　　　(3)　納期限を経過した未納者に対しては、督促状を発送し、督促状送付後、納付のない
            ものに対しては定期的に催告書を発送する。また、4半期に1度、電話による催告及び
            訪問による納税指導を行う。

所　属 健康福祉部　介護保険課　介護保険係 総合計画施策体系 5

事務事業名 保険料賦課収納業務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 14 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　介護保険課　介護給付係 総合計画施策体系 5

事務事業名 介護給付費適正化事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 17 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計

目　的
（何のために）

　介護保険給付の適正化に取組み、介護サービス利用者に適切な介護サービスを確保するとともに、
介護保険サービス事業者の不適正な給付費請求を抑制する。

対　象
（誰・何を対象に）

　介護保険サービス利用者・介護保険サービス事業者

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　介護給付費通知（２,３７２千円）
　　　　　介護サービス利用者に3か月ごとにサービス利用内容を通知することにより、介護保険
         サービス事業者の不適正な請求を抑制するとともに、利用者に適正なサービス利用につ
         いて意識啓発する。

　　　２　住宅改修事後確認
　　　　　介護保険の住宅改修費の対象となる改修について、施工後の現地確認を行う。

　　　３　介護保険相談員の配置（５,４５６千円）
　　　　　介護支援専門員の有資格者を、介護保険相談員(非常勤)として介護保険課に配置し、
         市民からの介護サービスの利用等についての相談や、居宅介護支援事業所からのケアプ
         ラン立案の相談等に対応する。
 
　　　４　ケアプラン点検
　　　　　あらかじめ点検に係る抽出基準を定め、市内の居宅介護支援事業所から対象となるケア
         プランを提出してもらい、ケアマネジメントが適正かどうか点検を行う。また、自立支援に資
         するケアプラン作成を目的とした研修会を開催する。

　　　５　認定調査内容点検
　　　　　認定調査の平準化・適正化を図るため、すべての認定調査内容について全国一律の基
　　　　準に従って点検し、必要に応じて是正する。

　　　６　医療情報との突合及び縦覧点検
　　　　　介護サービス提供事業者の不適正・不正な給付を防ぐため、国民健康保険団体連合会
         の介護給付適正化システムにより提供される情報をもとに医療情報との突合及び縦覧点
         検を実施する。
　
　　　７　事業者への指導
　　　　　介護サービス事業者に対して、運営及び報酬請求指導を行う。

26,500

ケアプラン点検件数 件 105 120 120

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

介護給付費通知件数 件 25,528 26,500

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　適正化に向けての様々な取組の結果は、給付費の削減につながるため、「適正化による給付費返還
件数（年間）」を成果指標に設定した。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）
適正化による給付費返還件数
(年間)

件 3,259 330 330  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 4,082 千円 4,758 千円

事業費合計（A) 6,978 千円 8,134 千円

地方債 千円 千円

千円 1,790 千円その他 1,535 1,819 千円

7,911 千円 千円

4,569 千円 千円

千円

千円

一般財源 1,361 千円 1,586 千円 1,523 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　介護保険課　介護給付係 総合計画施策体系 5

事務事業名 介護保険一般事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 21 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計

目　的
（何のために）

　要介護認定者に対して適正な介護サービスが提供できるよう、第7期介護保険事業計画の進捗管理
を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　東広島市高齢者（平成29年3月末現在　43,406人）

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　東広島市高齢者保健福祉事業運営委員会及び部会の開催（８０８千円）
　　　　　東広島市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の進捗状況を管理し、地域密着型
　　　　サービスの運営に関する審議等を行う。

　　　２　東広島市介護保険施設等事業者選定委員会の開催（９７千円）
　　　介護保険サービスを提供する事業者の審査及び選定を行う。

　　　３　介護給付等に係る事務
　　　　　要支援又は要介護の状態にある被保険者に対し、必要な保険給付を行うための総括事
         務を行う。

　　　４　介護保険事業運営システムの運営保守並びに法改正等に係るシステム改修業
         務（１８,２２０千円）
　　　　　法改正及び元号の変更等に伴う介護保険事務処理システムの改修及び機能強化によ
　　　　り被保険者の管理を適正に行う。

　　　５　資格取得助成補助金（５００千円）
　　　　　市内介護事業所等に勤務する職員等が介護サービスを提供するうえで必要な資格取得
　　　　を支援する。
           対象：介護資格（介護福祉士、初任者研修等）の取得等に要した費用
           補助内容：上限額　５万円（資格取得等費用×１/２）

7活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

高齢者保健福祉事業運営委員会及び部会開
催回数

回 8 12

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　複雑・多様化する介護ニーズに対応し、質の高いサービスを安定的に提供できる介護人材の確保・
育成を目的の一つとしているため、「資格取得助成件数」を成果指標として設定した。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

資格取得助成件数 件 － － 10  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 3,855 千円 千円

事業費合計（A) 18,351 千円 39,327 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

24,975 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 14,496 千円 39,327 千円 24,975 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　地域支援係 総合計画施策体系 5

事務事業名 地域包括ケア体制推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 23 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計

目　的
（何のために）

　高齢者等が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じて自立した生活を営めるよう、在宅
医療・介護連携、生活支援体制整備、認知症施策の推進、地域ケア会議の運営に取り組む。

対　象
（誰・何を対象に）

　高齢者等

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　在宅医療・介護連携　（１３,８００千円）
　　　　　医療ニーズと介護ニーズを併せもつ高齢者に、在宅医療と介護を一体的・効果的に提
　　　　供していくために、東広島地区医師会に業務を一部委託し、関係者間で有効な情報連携
　　　　とサービス提供体制の構築を推進する。
　
       ２　生活支援体制整備　(４７,９４９千円)
　　　　　生活支援コーティネ―ターの配置や協議体の設置等により、担い手やサービスの開発等
　　　　を行い、高齢者の社会参加及び生活支援の充実を推進する。

       ３　認知症施策の推進　(１２,１５３千円)
　　　　　認知症初期集中支援チームを認知症疾患医療センターに委託して配置し、できる限り
　　　　早い段階からの支援を行うとともに、認知症地域支援推進員を配置して、地域における医
　　　　療・介護等多種多様な関係者間の連携を強化し、認知症の人本人の意思が尊重され、で
　　　　きる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる地域づくりを推
　　　　進する。
　
       ４　地域ケア会議の運営　(３,００４千円)
　　　　　個別ケースの課題や支援内容の検討を通して、地域課題の把握や地域における支援
　　　　体制づくりや資源の開発、地域課題解決のために必要な政策形成などにつなげる機能
         を持った会議を機能別に行う。
　
　

24

認知症普及啓発事業の参加者数 人 625 700 800

活動・結果
指　標

単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

ネットワーク協議会（協議体）の開催回数 回 21 22

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　地域ケア会議のうち、地域ケア個別会議（自立支援応援会議）は、個別ケースの協議を通じて、自立
支援・介護予防だけでなく、地域課題の発見、地域包括支援のネットワークの構築につながる、地域包
括ケア体制推進の要素を多く含む取組であるため、成果指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

（目標値）

地域ケア個別会議の開催回数 回 － 8 35  42

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 34,321 千円 38,869 千円

事業費合計（A) 58,669 千円 66,444 千円

地方債 千円 千円

千円 14,618 千円その他 12,908 17,690 千円

76,911 千円 千円

44,416 千円 千円

千円

千円

一般財源 11,440 千円 12,957 千円 14,805 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 3,190 千円 6,126 千円 6,146 千円

事
業
費

千円 千円

25,691 千円

49,297 千円 千円

17,460 千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 8,619 千円 17,224 千円

事業費合計（A) 25,521 千円 49,012 千円

地方債 千円 千円

千円 25,662 千円その他 13,712

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　高齢者の自立支援方針を示す介護予防ケアマネジメント延べ件数が増えることは、総合事業の新規
申請者、継続利用者の増加を示すため成果指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）
総合事業による介護予防ケアマ
ネジメント延べ件数

件 4,119 5,000 5,500  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

750活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

総合事業による介護予防ケアマネジメントのケア
プラン作成者実数

件 590 650

目　的
（何のために）

  介護予防・生活支援サービス事業対象者及び要支援者に対して介護予防ケアマネジメントを実施
し、高齢者自身が地域における自立した日常生活を送れるよう支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　要支援１・２認定者、基本チェックリストによる事業対象者

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　総合事業による介護予防ケアマネジメント業務(３４,７１４千円)
　　　　　高齢者の自立支援を考え、心身の状態像に基づき課題を整理し、ケアプラン作成、モニ
         タリング、評価、再アセスメント等を実施して、生活の中に介護予防の取組みを取り入れる
         ことができるよう、自立支援を行う。

　　　２　総合事業による介護予防ケアマネジメント業務委託(１４,５８３千円)
　　　　　総合事業による介護予防ケアマネジメントにおいて実施するケアプラン作成等の一部を
         指定居宅介護支援事業所に委託する。

　
　

 
 
 
 

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　地域支援係 総合計画施策体系 5

事務事業名 介護予防・生活支援サービスケアマネジメント事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 24 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 千円 千円 63 千円

事
業
費

千円 千円

259 千円

500 千円 千円

178 千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　住民自らが企画・運営し、地域の実情に合わせた地域づくりを進める団体等に対する支援であること
から、一律の基準による進捗等を数値化することが難しく、成果指標を設定することが困難である。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

5活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

助成団体数 団体 － －

目　的
（何のために）

　住民自らが自分の住む地域の課題を発掘し、課題解決に向けた仕組みを作成・実行することで、互
助・共助の地域づくりを推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　事業を企画・運営する団体等

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　事業を企画・運営する団体等に対する助成（５００千円）
　　　　　地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みを推進するためには、地域の互助活動を促す
　　　　ことやインフォーマルサポートサービスの開発に向けた、地域住民のモチベーションを上げるこ
　　　　とが重要である。
　　　　　地域実情に沿った高齢者の健康づくり、介護予防、生活支援サービスの拡充に向けた先駆的
　　　　な取組みに対する助成制度を創設する。
　

所　属 健康福祉部　高齢者支援課　高齢福祉係 総合計画施策体系 5

事務事業名 地域介護予防等活動応援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 205 25 新規・継続 新規

平成 30 年度 事務事業シート 計画

介護保険特別会計

 

  【助成の流れ】期間：３年間 
 
 
 
 
  
  

    年度ごと 
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 40,890 千円 43,047 千円 41,066 千円

事
業
費

千円 千円

6 千円

61,615 千円 千円

20,543 千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 18,308 千円 26,433 千円

事業費合計（A) 59,202 千円 69,486 千円

地方債 千円 千円

千円 6 千円その他 4

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　就労体験実習事業は、就労に関する知識及び意欲の向上を図るとともに、自立した地域生活の実現
を支援することから「就労体験実習事業実習者のうち就労した人数」を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

（目標値）
就労体験実習事業実習者のうち
就労した人数

人 20 21 22  23

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

11,000

就労体験実習参加者数 人 39 40 40

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

相談件数（障害者相談支援センター） 件 10,212 10,500

目　的
（何のために）

　障害の有無にかかわらず、すべての地域住民が、ともに支えあい、社会参加できる「地域共生のまち
づくり」を推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　障害者・障害児等

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　障害者相談支援事業（４５,６５４千円）
　　　　(1)  総合相談業務(45,615千円)
　　　　　　　乳幼児期からの早期療育、学齢期における教育機関との連携から卒業後の進路、就職
　　　　　　など各ライフステージに応じた支援を行う。
　　　　　　【相談支援体制】一般・発達コーディネーター：7人配置
【新】　(2)　ペアレントメンターの活動支援(39千円)
　　　　　　　ペアレントメンターとしてのスキルアップを図るため、勉強会等を行う。
　　　２　就労体験実習、就労支援コーディネーター設置事業（６,３２０千円）
　　　　　障害者の就労を促進するため、障害特性に応じた働く場所の確保、就労先と障害者とのマッ
　　　　チング、就労定着を支援する。
　　　　　　就労支援コーディネーター：1人配置
　　　　　　就労体験実習協力費　　　：1日1人当たり　2,000円（協力企業へ支給）
　　　３　理解促進・啓発事業（６０３千円）
　　　　　障害者等の理解を深めるための講演会等を行う。
　　　４　障害児余暇活動支援事業（３,９１６千円）
　　　　　障害児の自立や社会参加促進、また保護者の介護軽減のため、就学している障害児の放課
　　　　後等の余暇活動を支援する。
　　　５　障害者虐待防止センター運営（１,０３７千円）
　　　　　障害者からの虐待通報や相談の対応、関係者・関係機関とのネットワークを構築し、障害者へ
　　　　の虐待防止や権利擁護を推進する。
　　　　　　研修会等の実施による普及啓発、障害者虐待緊急一時保護等
　　　６　在宅医療・介護連携推進事業（７０４千円）
　　　　　在宅医療と介護の連携を図るため、障害福祉に係る社会資源マップの作成や研修会を開催
　　　　する。
【新】７　障害福祉人材確保･育成対策資格取得助成（３００千円）
　　　　　市内の障害福祉施設における職員の確保・育成及び質の向上を図るため、資格取得に係る
　　　　費用を助成する。

所　属 健康福祉部　障害福祉課　障害福祉係・障害支援係 総合計画施策体系 6

事務事業名 地域共生のまちづくり推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 206 7 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　社会福祉課　自立支援係 総合計画施策体系 7

事務事業名 民生児童委員活動支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 207 2 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　民生委員児童委員が、日常生活上の支援を必要とする地域住民に対して、いつでも相談や情報提
供等の必要な支援活動が行えるよう支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　民生委員児童委員

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　民生委員児童委員の活動支援(１８,７６３千円）
　　　　　地域福祉の推進を図るため、民生委員法に基づく民生委員児童委員の活動に要する費用と
　　　　して、報償費を支出する。
　
　　　２　東広島市民生委員児童委員協議会の運営支援（１９,７１８千円）
　　　　　東広島市民生委員児童委員協議会への補助を通じて、民生委員児童委員の円滑な活動を
　　　　支援するとともに、相談業務のさらなるスキルアップのため、効果的な研修等の実施を支援す
　　　　る。

2活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

全員研修会開催回数 回 2 2

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　民生委員児童委員が市民に対し必要な支援活動を十分に行えるよう当該事業を推進しており、その
効果を図る成果指標として、民生委員児童委員が、支援を必要とする地域住民に対して行っている
「訪問連絡活動」の回数を設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

訪問連絡活動回数 回 59,713 - -  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 25 千円 57 千円

事業費合計（A) 39,072 千円 39,223 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

39,475 千円 千円

57 千円 千円

千円

千円

一般財源 39,047 千円 39,166 千円 39,418 千円

事
業
費

千円 千円

 
法定単位民生委員児童委員協議会名 定数 

西条北地区民生委員児童委員協議会 ４２ 

西条南地区民生委員児童委員協議会 ３９ 

八本松地区民生委員児童委員協議会 ３８ 

志和地区民生委員児童委員協議会 ２３ 

高屋地区民生委員児童委員協議会 ３９ 

黒瀬地区民生委員児童委員協議会 ５１ 

福富地区民生委員児童委員協議会 １１ 

豊栄地区民生委員児童委員協議会 １６ 

河内地区民生委員児童委員協議会 ２５ 

安芸津地区民生委員児童委員協議会 ３２ 

合計 ３１６ 
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 162,821 千円 161,771 千円 161,771 千円

事
業
費

千円 千円

千円

161,771 千円 千円

千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 162,821 千円 161,771 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　社会福祉協議会や福祉団体等が行う事業の安定した活動が確保され、福祉の向上につながることを
目標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

7,000

かけはし利用人数 人 78 - -

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

東広島健康福祉まつり入場者数（館内） 人 5,000 7,000

目　的
（何のために）

　地域福祉推進の中核的機関である社会福祉協議会の活動援助及び各種福祉団体等の育成を図
り、生きがいと希望に満ちたまちづくりを推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　公益上必要と認められる団体等の運営及びこれらの団体が行う事業

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　東広島市社会福祉協議会事業補助金（１５８,０００千円）
　　　　　地域における社会福祉を担う人材の育成、住民組織、福祉団体、行政等との連携による福祉
　　　　事業の実施その他の地域における社会福祉の推進に資する事業の実施を推進するため、補助
　　　　をする。

　　　２　東広島健康福祉まつり事業補助金（５５０千円）
　　　　　すべての人々が安心して暮らせる福祉のまちを目指し、一人ひとりが共に助け合い、共に支え
　　　　合う地域づくりを推進する一助となるよう、地域住民と福祉団体等との交流の場を提供することを
　　　　目的とする当該事業の実施に対し、補助をする。

　　　３　福祉サービス利用援助事業かけはし補助金（１,５００千円）
　　　　　社会福祉法第2条第3項第12号に規定する福祉サービス利用援助事業の実施に対し、地域福
　　　　祉の維持向上を図るため、補助をする。

　　　４　各種福祉団体事業補助金（１,７２１千円）
　　　　　地域社会及び住民福祉の向上等に資する活動を行う団体に対し、公共の福祉の向上を図る
　　　　ため、補助をする。
　　　　（1） 東広島地区保護司会事業補助金（1,000千円）
　　　　　　　犯罪の未然防止や犯罪を犯した者たちの更生・自立を助けることを目的として組織されて
　　　　　　いる東広島地区保護司会の運営事業に対し、罪を犯した者の改善更生及び地域の犯罪予
　　　　　　防のための啓発を支援し、もって本市における社会福祉の推進に資するため、補助をする。
　　　　（2） 東広島市遺族連合会事業補助金（491千円）
　　　　　　　戦争による犠牲者の遺族等の福祉の向上等を目的として組織されている東広島市遺族連
　　　　　　合会の運営事業に対し、戦没者遺族の福祉向上に資するため、補助をする。
　　　　（3） 東広島地区更生保護女性会事業補助金（230千円）
　　　　　　　女性の立場から更生保護事業活動を推進することを目的として組織されている東広島地区
　　　　　　更生保護女性会の運営事業に対し、犯罪予防のための活動及び青少年非行の防止を支援
　　　　　　し、もって地域社会の安全及び住民福祉の向上に資するため、補助をする。

所　属 健康福祉部　社会福祉課　福祉総務係 総合計画施策体系 7

事務事業名 福祉団体等助成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 207 4 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　社会福祉課　自立支援係・保護第１係・保護第２係 総合計画施策体系 7

事務事業名 中国残留邦人等支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 207 5 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　中国残留邦人等の置かれている特別な社会的事情に鑑み、老後の安定した生活及び地域でのいき
いきとした生活を実現する。

対　象
（誰・何を対象に）

　本市に住所を有する中国残留邦人等

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　中国残留邦人等支援給付（生活保護法に準じた支援給付金の支給）（４５,５３３千円）
　　　　　中国残留邦人等が属する世帯の収入が生活保護基準に満たない場合、生活保護法の基準
　　　　に準じた算定により支援給付金を支給する。

　　　２　配偶者支援金（５２８千円）
　　　　　中国残留邦人等が永住帰国する前から婚姻関係にあった配偶者に対して、中国残留邦人
         等の死亡後、老齢基礎年金の月額相当額の2/3の配偶者支援金を支給する。

　　　３　中国残留邦人等支援・相談員の配置（５５９千円）
　　　　　中国残留邦人等に対して生活の支援に関する必要な情報の提供、相談及び助言を行うこと
　　　　によって生活の安定を図ることを目的として、中国残留邦人等支援・相談員を配置する。

　　　４　地域生活支援事業の実施（２,９１８千円）
　　　　（1）　地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業（145千円）
　　　　　ア　支援リーダーの配置（20千円）
　　　　　　　中国残留邦人等間の連絡・調整を行う支援リーダーを配置することにより、中国残留邦
              人等の見守り及び支え合いを図る。
　　　　　イ　地域交流会の開催（125千円）
　　　　　　　中国残留邦人等と地域住民が参加する交流会を開催することにより相互理解を深め、中
              国残留邦人等が地域の中で孤立することなく、自立した日常生活を送れるよう支援する。
　　　　（2）　身近な地域での日本語教育支援事業（2,065千円）
　　　　　　　中国残留邦人等に対し、日本語の習得によって自立した日常生活を送れるよう日本語教
              室を開催する。
　　　　（3）　自立支援通訳派遣事業（155千円）
　　　　　　　医療機関受診時や行政機関での手続きの際に自立支援通訳を派遣することにより、言
              語や生活習慣の相違に困難を抱える中国残留邦人等を支援する。
　　　　（4）　中国残留邦人等地域生活支援プログラム事業（432千円）
　　　　　　　中国・四国中国帰国者支援・交流センター等が行う日本語等各種学習支援及び交流事
　　　　　　業へ参加する中国残留邦人等に対して交通費や教材費を助成する通所支援を行う。

90

中国残留邦人等支援給付対象人数 人 26 - -

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

日本語教室開催回数 回 88 90

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　日本語を習得する機会及び中国残留邦人等同士の交流の場等を提供することにより、いきいきとし
た日常生活を実現するとともに、自立が促進されることを目標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 39,204 千円 41,045 千円

事業費合計（A) 52,052 千円 53,688 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

49,723 千円 千円

37,432 千円 千円

千円

千円

一般財源 12,848 千円 12,643 千円 12,291 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 967 千円 1,812 千円 1,170 千円

事
業
費

千円 千円

千円

1,170 千円 千円

千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 967 千円 1,812 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　指導監査は、社会福祉法人、社会福祉事業の適正な運営の確保を図ることを目的としていること、
指導等の状況は各法人及び施設においてさまざまであること等から、数値をもって成果とすることが必
ずしも適しているとは言えない。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

22活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

指導監査実施箇所数 箇所 100 22

目　的
（何のために）

　社会福祉法人、児童福祉施設等の運営体制、入所者の処遇、経理等の適正な実施を確保し、もっ
て社会福祉事業等の適正な実施を推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　法律及び県条例の規定により指導監督の対象とされている社会福祉法人、施設及び事業所

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　社会福祉法人の設置の認可等及び指導監査
　　　　(1)　対象数：26法人
　　　　(2)　根拠法令：社会福祉法

　　　２　第二種社会福祉事業の届出の受付等及び指導監査
　　　　(1)　対象数：0箇所（放課後児童健全育成事業はこども未来部へ所管換え）
　　　　(2)　根拠法令
　　　　　ア　社会福祉法
　　　　　イ　広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例

　　　３　指定障害福祉サービス事業所の指導監査
　　　　(1)　対象数：73箇所
　　　　(2)　根拠法令
　　　　　ア　児童福祉法
　　　　　イ　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
　　　　　ウ　広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　対象数は、平成30年1月1日現在

所　属 健康福祉部　社会福祉課　福祉総務係 総合計画施策体系 7

事務事業名 社会福祉法人等指導監査事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 207 6 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 健康福祉部　社会福祉課　自立支援係 総合計画施策体系 7

事務事業名 生活困窮者自立支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 207 7 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　生活保護に至る前の生活困窮者に対して、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給その
他の支援を行い、自立の促進を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　生活保護に至る前の生活困窮者

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　自立相談支援（１６,８５６千円）
　　　　　生活困窮者からの相談を受け、生活困窮者の抱えている課題の評価・分析、ニーズの把握、
　　　　自立支援プランの策定、各種支援が包括的に行えるよう関係機関との連絡調整等を実施し、生
　　　　活困窮状態からの早期の自立を支援する。

　　　２　住居確保給付金の支給（２,１５１千円）
　　　　　離職により住宅を失った又はそのおそれが高い生活困窮者であって、所得等が一定水準以下
　　　　の者に対し、有期で住居確保給付金を支給する。

　　　３　一時生活支援（１,１８３千円）
　　　　　住居のない生活困窮者であって、所得が一定水準以下の者に対して、宿泊場所の供与や衣
　　　　食の供与等を実施する。

　　　４　家計相談支援（９,５９９千円）
　　　　　多重債務や金銭管理に課題がある生活困窮者の家計の再生に向け、家計収支等の課題の
　　　　評価・分析と支援プランの作成、家計表の作成や公的制度の利用等による支援を実施する。
　
　　　５　学習支援（８,０５０千円）
　　　　　生活困窮世帯及び生活保護世帯の子どもに対する学習支援、家庭訪問等を実施し、基礎学
　　　　力の定着と居場所づくり、生活環境の改善等を図る。
　　　　(1)   集合型による学習支援(6,890千円)
　　　　　　　市内公共施設等で毎週１回、２時間程度の学習支援を実施する。
　　　　(2)   家庭支援員の配置(1,160千円)
　　　　　　　家庭支援員が家庭訪問を行い、課題を抱えた児童生徒及び保護者への進学の意識づ
              け、生活環境の改善、高校中退防止の面接等を実施する。

　　　６　就労支援及び就労準備支援（１０,９６４千円）
　　　　　個別の支援を行うことで就労等が可能な者に対し、就労に関する相談・助言や就職活動への
　　　　支援、個別の求人開拓及び求人紹介等を行うことにより、自立の促進を図る。
　　　　　また、基本的な生活習慣や社会的能力、就労意欲などの面で就労に向けた準備が整ってい
　　　　ない者に対し、就労に向けた基礎能力の形成からの支援を段階的に実施する。
　　　　　（本事業は、生活保護受給者を対象とした事業と一体的に実施する。）

26

住居確保給付金の支給世帯数 世帯 8 - -

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

新規相談受付件数（人口10万人・１か月当たり） 件 15 24

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　就労による自立は、経済的自立のみならず、自己実現、さらには地域社会への参加機会等をつくる
もので、地域社会の基盤強化にも寄与することから、国が示す就労・増収率の目安値を成果指標とす
る。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）
就労・増収率（就労・増収者/就
労支援対象者）

％ 63 70 75  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 31,200 千円 34,744 千円

事業費合計（A) 50,085 千円 53,752 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

48,983 千円 千円

31,718 千円 千円

千円

千円

一般財源 18,885 千円 19,008 千円 17,265 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 533,567 千円 448,386 千円 469,364 千円

事
業
費

千円 千円

千円

2,060,975 千円 千円

1,591,611 千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 1,502,473 千円 1,541,451 千円

事業費合計（A) 2,036,040 千円 1,989,837 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

ジェネリック医薬品使用率 ％ 78.0 75.0 80.0

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

   生活保護法では被保護者は、その能力に応じて自立に向けた取り組みを行うよう求められていること
から、各就労支援プログラムの登録者の就労開始率等を成果指標とする。
　 また、医療扶助の適正実施の観点からジェネリック医薬品の使用率を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）
就労支援プログラム登録者の
就労開始率等

％ 35.0 40.0 45.0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

100

就労自立給付金の支給件数 件 11 11 12

活動・結果
指　標

 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

就労支援プログラムの登録者数 人 103 100

目　的
（何のために）

 　憲法第25条に基づき、困窮する市民に対して、その困窮に応じて必要な保護を行い、最低限度の
生活を保障するとともに自立を支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　生活保護の被保護者

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　生活保護の適正実施に係る経費（３３,９１２千円）
　　 　（1）  医療扶助の適正支給
　　　　　　 生活保護費のうち、５割以上を占める医療扶助の適正な支給を実施するため、嘱託医、レ
　         セプト点検員を配置し、頻回受診や重複受診のチェックを行うとともに、ジェネリック医薬品の
　　　　  使用を促進する。
　　　 （2）　就労支援
　　　　　    就労可能と見込まれる被保護者に対して、自立支援プログラム等への参加を促し、自立支
　　　　   援相談員や委託事業者を通じた就労に向けての支援、指導助言を行うとともに、ハローワー
　　　　   クと連携して実施している就労自立促進事業による支援を行う。
　　 　（3）　就労準備支援
　　　　　    基本的な生活習慣や社会的能力、就労意欲など、就労に向けた準備が整っていない被保
　　　　   護者に対して、基礎能力の段階的な形成に係る支援を行う。
 
　　　２　生活保護費の支給（２,０２７,０６３千円）
       （1）　保護の種類
　　　　　   次の８つの扶助に分類され、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない被保護
           者に対して必要な扶助を行う。
　　　　    ア　生活扶助・・・衣食その他日常生活の需要等を満たすために必要なもの
　　　　　 イ　 教育扶助・・・学用品、学校給食等、義務教育に伴って必要なもの
　　　　　 ウ　住宅扶助・・・住居（家賃や地代）や補修等住宅維持のために必要なもの
　　　　　 エ　医療扶助・・・診察、薬剤または治療材料等療養に伴って必要なもの
　　　　　 オ　介護扶助・・・介護保険法における介護度に応じて提供する介護サービスに必要なもの
　　　　　 カ　出産扶助・・・分娩の介助等に伴って必要なもの
　　　　　 キ　生業扶助・・・収入増加又は自立を助長する高校就学や資格取得等に必要なもの
　　　　　  ク　葬祭扶助・・・火葬等に関することを執行者となって行う際の費用で必要とするもの
       （2）　保護費の支給日
　　　　　　 定例払いは毎月5日、その他必要に応じて随時支払いを行う。
       （3）　就労自立給付金の支給
　　　　　   安定した就労により保護を必要としなくなった世帯に対して、保護脱却直後の不安定な生活
　　　　  を支えるとともに、再度困窮に至ることを防止するために就労自立給付金を支給する。

所　属 健康福祉部　社会福祉課　自立支援係・保護第１係・保護第２係 総合計画施策体系 7

事務事業名 生活保護一般事務、生活保護給付事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 207 9 新規・継続 継続
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